　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式１
子供が輝く東京・応援事業 事業応募書兼計画書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和４年１１月２４日
公益財団法人東京都福祉保健財団理事長　殿


所在地　　　　ＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸ
　　　　　　　　　　　　　法人名　　　　ＸＸＸＸＸＸＸＸＸ
　　　　　　　　　　　　  代表者氏名　　理事長　ＸＸＸＸＸＸＸＸ　㊞


標記助成金に係る事業計画を策定したので、下記のとおり提出します。

記

１　実施する事業内容（いずれか１つに○）　　
ア　地域の資源等を活用した結婚支援

　　イ　妊娠、出産、育児期における親や子供に対する支援

　　ウ　多世代交流や地域との連携等による子育て支援

　　エ　病気や障害等を抱える子供への支援

　　オ　社会的養護に係る取組

　　カ　学齢期の子供に対する各種支援

　　キ　若者が社会的に自立した生活を営むための支援
　　　　※　複数の事業に該当するときは、主たるもの１つに「○」をしてください。

２　事業名
ＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸ
３　事業実施期間

　　令和５年　４月　１日から令和７年　３月３１日まで
　※令和５年４月１日以降に実施する事業を対象とします。
４　助成金申請額
	総事業費
	助成額算定における
助成対象経費
	助成金申請額
（助成対象経費×1/4）

	28,404,000円
	20,000,000円
	5,000,000円


　※助成金申請額は千円単位とし、端数は切り捨てとします。

５　共同提案の有無（いずれかに〇）
有　・　無　　
法人の概要
	ﾌﾘｶﾞﾅ
名称
	ＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸ
ＸＸＸＸＸＸＸＸＸ

	法人所在地
（登記上の「所在」）
	
ＸＸＸＸＸＸＸＸＸ

	法人設立年月日
（登記上の「会社成立の年月日」）
	
平成２３年４月１日

	代表者の役職及び氏名
	理事長　ＸＸＸＸＸＸＸＸ

	職員（従業員）数

〔常勤・非常勤〕
	職員数３０人〔常勤１５人、非常勤１５人〕

	資本金・基本財産

（円）
	資本金・基本財産なし

	業種（※）
	82　その他の教育、学習支援業

	主な事業内容
	ＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸ



	助成事業実績
※過去に同様の助成事業の実績がある場合は、助成事業名、事業概要、助成額を記載すること。


	助成事業名　令和２年度〇事業（●●市）
事業概要　　ＸＸＸＸ

助成額　　　2,000,000円


	連　絡

担当者
	役職・氏名
	××部××担当　ＸＸＸＸＸＸ　・　ＸＸＸＸＸＸ

	
	郵便番号・住所
	〒×××－××××
東京都新宿区ＸＸＸＸＸＸ

	
	ＴＥＬ
	０３－××××－××××

	
	メール

アドレス
	×××××××＠××××


※　業種は、日本標準産業分類(中分類)を記載すること。

◆　添付書類として、法人の定款または規約等、役員・会員等名簿、登記簿謄本または登記事項証明書等の写し、過去３年分（法人設立後３年経過していない場合は、設立年度から昨年度までの分、設立初年度の場合は、予算書）の事業報告書及び決算書、法人の活動紹介資料を提出すること。
事業実施計画書
	①提案事業の内容
	※提案事業の内容（主に、誰に、どんなサービスを提供したいのか）を明確に記載してください。
※対象者へのアプローチ方法についても記載してください。

※既存事業をどのようにレベルアップさせるのかが明確に分かるよう、既存事業における取り組みや実績課題点についての記載と、レベルアップさせる部分（既存事業との違い）についての記載をそれぞれ分けて記載してください。
a　既存事業の取り組み・実績・課題（関連業務を含む）
当法人は、近隣の小学生のために様々な放課後教室を開催している。
これまでに室内での学習や文化プログラムに注力をしてきており、ボールや遊具を使った運動遊びについては、専任の指導員は配置せず、室内の多目的室で子供が自由に行うようにしてきた。
しかし、近年、子供数の増加に伴い、多目的室が手狭になり、子供が十分に運動遊びを楽しむ環境を提供することができなくなっていた。また、教室を利用する子供の保護者からも子供がのびのび遊べる場について、いくつかの要望をいただいているところである。
一方で、この地域の小学校では、近年、子供の体力作りに力を入れており、地域のスポーツイベントに積極的に協力して参加者を増加させるなど、子供たちがスポーツに参加する機会を増やしてきた。その結果、子供たちに体力面での向上がみられている。また、勉強にも積極的に取り組む傾向がみられるようになった。

b　レベルアップする内容（既存事業と提案事業の具体的な違い）
今回提案する事業は、これまでの状況と、保護者から寄せられた意見をもとに、子供の体力づくりに力を取り入れることにし、放課後教室の中に運動遊びを取り入れた事業を実施する。
運動遊び教室では、専任のスタッフを配置して、地域の運動施設等を使い、子供たちが遊びの要素を取り入れながら創意工夫をして、体を思いきり動かせるような運動遊びプログラムを開発し、実施する。
【事業内容】
●対象者：小学生

●運動遊び教室のプログラム開発
　　　　これまで保護者から寄せられた意見も踏まえ、専門家を交えて遊びの要素を取り入れたプロ
グラムの開発を行う。また、参加する子供たち自ら創意工夫ができるような仕組みを考え、プログ
ラム開発を行う。

●運動遊び教室実施
参加は登録制で、週に２回開催。専任スタッフを配置し、地域の運動施設等を活用し、運動遊び教室を実施し、教室での様子をお便りにするなど保護者へのフィードバックを行う。
また、年に１回親子で参加できるイベントを開催する。
【対象者へのアプローチ方法】
　　近隣の小学校、区役所、他団体等と連携し、参加を呼び掛ける。また、ＳＮＳなどを利用して周知
を図る。


	②提案事業の実施地域
	※提案事業を実施する地域を記載してください。他県の方を支援する取組みは対象外です。
※東京都全域の場合は「東京都内」と記載してください。
※オンラインを活用する場合の対象者募集の際は「東京都限定」等の表記をした上で募集してください。
　
○○区、△△区
　

	③提案事業の目的
	※現状や課題、提案事業が求められる背景等について記載した上で、提案事業が、子育て支援の取組としてどのような目的で行われるのかを明確に記載してください。
ａ　現状や課題、提案事業が求められる背景等について
　　地域で子供の体力作りに力を入れるなどスポーツに参加する機会を増やした結果、子供たち
の体力面や学業に取り組む姿勢に変化がみられてきており、運動事業に対する保護者からの要
望も強い。当法人の運動遊びについては、場所が狭く運動遊びのパターンに限りがあった。
　また、子供任せで実施してきたため、参加する子供が特定されがちなことや継続した運動とし
ての取組になっていないことなどの課題がみられた。
ｂ　事業の目的

運動遊び教室を継続的に参加することで、子供の心と体の健康を維持・増進させることができるように支援し、子供たち自らが考え、取り組むことで、想像力・創造力を育み、参加した子供同士が共に悩み考えながら、様々な気付きを得て協力する関係を築けることを目的とする。


	④提案事業の成果目標
	※提案事業でどのような対象に対して、何を目指し、何を実現するのか、③で記載した課題認識を踏まえ記載してください。
　　本事業は近隣の小学校に通学する児童約1200人を対象とし、子供たちが自ら創意工夫で
きるようなプログラムを取り入れた運動遊び教室を継続的に提供することで、子供たちの体力面
の向上だけでなく、子供たちが他者との協調性を築きながら、社会を生き抜く力を育むことを目
指している。

具体的には、広い運動施設で運動遊び教室を継続的に開催することで、より多くの子供が運
動に親しむことができ、継続して運動に取り組む環境を作ることができる。また、子供たちが創意
工夫できるような仕組みのプログラムを取り入れることで、想像力・創造力を育むだけでなく、
様々な友達と協力することについても学ぶことができる。




	⑤提案事業の実行体制
	※どのように提案事業全体を統括・管理し、実施していくのか、次のa～eの視点で、具体的に記載してください。

※複数の法人・団体で事業を実施する場合はそれぞれの役割分担や連携方法も記載してください。
a 組織や人員体制（役割・配置職員等）※提案事業を実施する体制を記載
代表１名（統括）
常勤スタッフ１名（企画担当１名）
非常勤スタッフ３名（企画担当補佐、会計１名、運動遊び教室スタッフ２名）　
指導員２名（運動遊ぶ教室指導員　非常勤２名）
b 会計面における内部統制（経理規程の整備状況や管理方法など）
・法人の顧問である税理士のもと、法人経理規程に基づき、適切に会計処理を実施。
c 関係機関や地域との連携
　・従来の連携している行政・地域支援等とは、本事業でも連携予定である。

・参加の呼びかけについては、○○区、△△区の教育委員会、子育て支援課に協力を依頼する。　
・地域で子供の遊び場事業を展開するＮＰＯ法人□□や子ども食堂事業を行うＮＰＯ法人◇◇
にも周知の協力をお願いする。

d 利用者の相談・苦情受付体制
　法人本部に相談・苦情窓口を設置し、常勤スタッフが対応する。

e 専門家の助言やボランティア活用体制
運動遊び教室の開催にあたっては専門家（○○大学□□先生、（株）○○キッズ□□氏）からのアドバイスをいただき、より効果的な内容となるようプログラムを開発し、実施にあたる予定である。



	⑥ロジックモデル
	※提案事業の成果目標実現に向けての成果波及経路に留意しながら記載してください。
※事業のゴール（最終アウトカム）を明確にし、それを達成するためにどのようなアウトカムを生み出すのかを明らかにします。
※事業全体を把握するため、「中間アウトカム」及び「最終アウトカム」についても記載してください。
　　様式１（１）別添１を参照



	⑦成果指標・目標値・測定方法
	※ロジックモデルで設定した成果指標のうち、本事業で評価対象とする指標（アウトプット・直接アウトカム指標をそれぞれ１つ設定）について、設定した指標・目標値（評価対象期間終了時の達成目標値）の妥当性を考慮し記載してください。
※指標の定義、計算式、目標値、目標値設定の根拠、エビデンス（目標達成を測る根拠資料）、データ収集方法（具体的な収集データ、時期）も記載してください。
※目標の達成度で評価を行うため、アウトプット・直接アウトカム指標について、実績値のエビデンス（目標達成を測る根拠資料）の提出をしていただきます。エビデンスとして個人情報が必要な場合には、必要な措置を講じてください（公募要項18ページ「11 事業実施における留意点」（２）その他⑥ 個人情報の保護参照）。なお、財団へのエビデンスの提出にあたっては匿名化し、個人情報を含まない形で提出してください。
様式１（２）別添２を参照



	⑧提案事業のスケジュール
	※提案事業全体のスケジュールについて、具体的に記載してください。
※実施時期、活動内容、実施場所、参加人数等の具体的数値を示しながらスケジュールを記載してください。
時期

活動内容

実施場所

利用者数
Ｒ５．
４～６月　　

＊事業の企画、実施方法立案
＊プログラム開発（イベントも含め）
法人スタッフが中心となり、保護者からの要望を
踏まえたプログラム開発を、専門家を交え行う。
＊運動遊び教室周知
　 近隣の小学校、区役所、他団体等と連携し、参加を呼び掛ける。また、SNSを利用し周知を図る。

＊登録者募集
 定期的に説明会や体験会を実施し、登録者を集う。
地域運動施設
・△△スポーツセンター
・××区民体育館
・○○児童館
Ｒ５．７月

　　～
Ｒ７．２月

＊運動教室開催（週２回）
＊親子イベント（年１回：Ｒ６．１月、Ｒ６．１０月）

＊随時登録者募集、周知
定期的に説明会や体験会を実施し、周知は関係
機関およびSNSを利用し周知を図る。
＊随時保護者へのフィードバック
３か月に１度程度、教室の様子をお便り等で知ら
せる。
〇〇名
親子
●●組
Ｒ７．３月

事業評価対象指標達成状況報告書等作成等


	⑨提案事業の継続性
	※提案事業の継続実施に向けて、どのように事業展開していくか（助成期間終了後、どのように事業を継続する予定か（財源確保策等））について具体的に記載してください。
1 人員体制

２年間の事業実施により構築された体制で引き続き実施していく。
2 関係団体とのネットワーク構築

活動を通じて連携している行政等へ２年間の事業実施による成果を周知し、協力支援を増やしていく。
3 財源確保

事業実施の効果を明確に伝え、行政へアプローチをしていく。

また、寄付金を募り、事業資金を調達していく。

事業継続には、年間〇〇〇万円資金が必要となるため、１社あたり△△万円、□□社から寄付をもらうことが可能となれば、事業継続は可能と想定している。

当事業に賛同し、寄付をしたいという声を数社からいただいている。


	⑩提案事業の波及効果
	※提案事業の波及効果（社会全体に、どのように、どの程度効果が波及していくのか）について、具体的な指標と、そのレベルが伝わる数値を用いて記載してください。
本事業では参加した子供たちの健康の維持増進、創造力・チャレンジ力の向上、社会性の獲
得が期待できる。これらはその後の子供たちの成長において土台となるものであり、青年期にお
いてぶつかるであろう課題に対して、自ら考え、試行錯誤し、仲間と協力して乗り越えていくこと
ができるようになっていく。

　　　また、本事業では既存の運動施設を利用し運動遊び教室を実施していることから、都内全域
で比較的容易に開催することが可能であると考える。事業実施における知見を踏まえプログラ
ムについて改良を加えたうえで、事業終了後は◆◆区や□□区での実施を目指す。あわせて都
内の他地域・他団体にも事業成果を周知し広く同様の取組が波及することを想定している。



	⑪提案事業の個人情報管理・安全管理体制
	※提案事業の参加者情報等の個人情報管理や事故、緊急事態への安全管理体制について、どのような体制を組んで対応していくのか、具体的に記載してください。
＜個人情報管理＞

　　　個人情報を含む書類は施錠できる書庫で保管することや、個人情報を含む電子データはセキ
ュリティの確保された記録媒体に保存し、アクセスできる職員を限定するなど、法人が定めている「個人情報管理規程」により
管理を実施する。

＜安全管理体制＞

（苦情処理）
苦情主のお話を丁寧に聞き、問題把握に努める。また、早急に法人本部内の関係者に報告・
相談を行った上で、原因を調査、対応策を決定し、当事者に連絡を行う。

（事故防止・災害発生時等の対応）　
事業実施上、事故が発生した場合は、職員連絡網等により連絡のとれる体制を整える。
また、避難訓練・防災訓練を定期的に実施し、緊急時対応マニュアルに基づき早急に対応で
きるよう努める。

本部責任者に情報を集約し、責任者不在の場合は他の職員が代行できるような体制を構築
し、事故発生時に滞りなく対応できるようにする。




	⑫提案事業の感染症の感染拡大防止対策
	※提案事業を進めていくにあたり、取り組む新型コロナウイルス感染拡大防止対策や計画通りの事業実施が難しい場合に検討している代替案等、具体的な取り組みを記載してください。
（新型コロナウイルス感染拡大防止対策）

· 開催時には、人同士の間隔の確保を保って実施する。
· 当日は、検温を実施する。

· マスク着用を徹底する。

· 手指衛生に努める。

（事業実施上の工夫）

人同士の接触を必要最低限のものとし実施する。
対面で開催することが困難な場合を考え、オンラインを活用して代替の運動遊びを検討する


	⑬その他
	※①から⑫以外に記載する事項があれば記載してください。





※詳細を別紙として添付することも可。
作成日（応募期間10月17日～11月28日までの期間）を記載





登記されている、「所在地」、「法人名」、「代表者氏名」を記載





法人の代表者印を押印





必ず主たるものに１つに〇をつける。





令和５年４月１日から令和７年３月３１日までの期間を記載





様式２の収入


「助成金＜（ｅ）×1/4＞の「総計」の金額を記載





様式２「総事業費（ｃ）」の「総計」の金額を記載





様式２「助成額算定における助成対象経費（ｅ）」の「総計」の金額を記載





登記されている法人名を記載





登記されている法人所在地を記載





登記されている法人設立年月日を記載





・株式会社の場合は資本金を、


社会福祉法人の場合は基本財産を記載


・NPO法人の場合は記載不要





直近３か年（令和元年度～３年度）の主要な実績を記載





可能であれば、担当者は２名の方のお名前を記載





郵便番号も必ず記載





記載内容は、あくまで記入例です。提案事業により記載を工夫し、作成してください。





記載内容は、あくまで記入例です。提案事業により記載を工夫し、作成してください。





記載内容は、あくまで記入例です。提案事業により記載を工夫し、作成してください。





記載内容は、あくまで記入例です。提案事業により記載を工夫し、作成してください。





記載内容は、あくまで記入例です。提案事業により記載を工夫し、作成してください。





①から⑫以外に記載する事項があれば、　　こちらの欄を活用してご記入ください。








記載内容は、あくまで記入例です。提案事業により記載を工夫し、作成してください。
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